
厚生科学審議会地域保健健康増進部会 
第3回健康日本21（第二次）推進専門委員会 

平成27年３月９日（月）10:00-12:00 

歯・口腔の健康に関する生活習慣の改善
及び社会環境の改善 
取り組みと課題 

深井穫博 
深井保健科学研究所 



1 健康寿命の延伸と健康格差の縮小

2 生活習慣病の発症予防と重症化予防の徹底：NCD（非感
染性疾患）の予防
がん、循環器疾患、糖尿病及びCOPD（慢性閉塞性肺疾患）

3 社会生活を営むために必要な機能の維持及び向上

4 健康を支え、守るための社会環境の整備

5 栄養・食生活、身体活動・運動、休養、飲酒、喫煙及び
歯・口腔の健康に関する生活習慣及び社会環境の改善
栄養・食生活、身体活動・運動、休養、飲酒、喫煙及び歯・口腔の健康は、上記１から
４までの基本的な方向を実現するため、国民の健康増進を形成する基本要素

健康日本21（第２次） 
国民の健康の増進の推進に関する基本的な方向 

2012年７月10日，厚生労働大臣告示 
「国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基本的な方針」 



健康日本２１（第２次） 
歯・口腔の健康(に関する生活習慣および社会環境の改善に関する目標 

健康日本２１（第２次）2012年７月10日厚生労働大臣告示 

健康日本２１（第２次）の推進に関する参考資料 

平成２４年７月 
厚生科学審議会地域保健健康増進栄養部会 
次期国民健康づくり運動プラン策定専門委員会 

項　目　　 現状 目標

1
口腔機能の維持・向上
（60歳代における咀嚼良好者の割合の増
加）

73.4％
（平成21年）

80％
（平成34年度）

2 歯の喪失防止

1)
80歳で20歯以上の自分の歯を有する者の
割合の増加

25.0％
（平成17年）

50％
（平成34年度）

2)
60歳で24歯以上の自分の歯を有する者の
割合の増加

60.2％
（平成17年）

70％
（平成34年度）

3) 40歳で喪失歯のない者の割合の増加
54.1％

（平成17年）
75％

（平成34年度）

3 歯周病を有する者の割合の減少

1)
20歳代における歯肉に炎症所見を有する
者の割合の減少

31.7％
（平成21年）

25％
（平成34年度）

2)
40歳代における進行した歯周炎を有する
者の割合の減少

37.3％
（平成17年）

25％
（平成34年度）

3)
60歳代における進行した歯周炎を有する
者の割合の減少

54.7％
（平成17年）

45％
（平成34年度）

4 乳幼児・学齢期のう蝕のない者の増加

1)
3歳児でう蝕がない者の割合が80％以上
である都道府県の増加

6都道府県
（平成21年）

23都道府県
（平成34年度）

2)
12歳児の一人平均う蝕歯数が1.0歯未満
である都道府県の増加

7都道府県
（平成23年）

28都道府県
（平成34年度）

5
過去1年間に歯科検診を受診した者の割
合の増加

34.1％
（平成21年）

65％
（平成34年度）
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厚生労働省：歯科疾患実態調査 

年齢階級別２０歯以上有する者の割合の推移 



歯科口腔保健の推進に関する法律制定（2011年）以降
の都道府県条例および市町村条例の制定状況 

20150306アクセス 

４１道府県、９８市区町村 （2015年３月現在） 



全国都道府県がん治療にかかわる医科歯科連携推進計画 
 2010年度                2011年度          2012年度                2013年度  2014年度 

 （平成22）        （平成23）           (平成24）          （平成25）                   (平成26）  

北海道・東北ブロック 

全国7ブロック対象説明
会（伝達講習会） 

全国7ブロック別説明会
（伝達講習会） 

北海道・東北 
ブロック 

 
関東ブロック 

 
東京ブロック 

 
東海・信越 
ブロック 

 
近北ブロック 

 
中国・四国 
ブロック 

 
九州ブロック 

関東ブロック 

東京ブロック 

東海・信越ブロック 

近北ブロック 

中国・四国ブロック 

九州ブロック 

北海道  青森県 

岩手県  秋田県 

宮城県  山形県 

福島県  茨城県 

栃木県  群馬県 

長野県  新潟県 

静岡県  愛知県 

三重県  岐阜県 

富山県  石川県 

福井県  滋賀県 

和歌山県 奈良県 

京都府  大阪府 

兵庫県  岡山県 

鳥取県  広島県 

島根県  山口県 

徳島県  香川県 

愛媛県  高知県 

福岡県  佐賀県 

長崎県  大分県 

熊本県  宮崎県 

鹿児島県 沖縄県 

都県がん拠点病院等との連携 

道府県別がん拠点病院等と
の連携 

 
 

ナショナルテキストを用いた
講習会と連携歯科医療機関

の登録 
 

（１）術前患者の口腔ケア 

（２）化学療法・放射線治療
（３）終末期・在宅医療 
   ・緩和ケア 

5都県運営委員会 

全国がん診療医科歯科連携推進協議会 

全国がん診療医科歯科連携推進協議会・連携名簿管理委員会 

都道府県別 
連携講習会 

関東5都県国がん連携講事業 
関東5都県日歯国がん連携講習会 

●講習１：術前 ●講習２：化学療法等）    ●講習３：緩和ケア 

 

千葉県、
埼玉県、
東京都、
神奈川県、
山梨県 





  

①連携登録歯科医数 
②講習会受
講歯科医数 

③連携するがん 
診療連携拠点 

病院数 

備考 
連携1 連携2 連携3 

北海道 330 306 196  365 38   

青森県 29 23 14  46 16   

岩手県 227 227 227  246 12   

秋田県 99 90 56  117 11   

宮城県 76 0 0  169 8  

山形県 185 117 62  272 7   

福島県 160 142 103  183 9   

茨城県 215 168 62  356 17   

栃木県 192 142 71  204 1   

群馬県 113 106 63  150 0   

千葉県 447 399 307  458 2   

埼玉県 707 610 358  712 7   

東京都 351 269 233  351 1   

神奈川県 871 713 443  1012 1   

山梨県 126 109 67  129 7   

長野県 82 81 69  132 8   

新潟県 239 224 141  271 2   

静岡県 326 305 170  351 10   

愛知県 130 125 77  134 39   

三重県 250 228 131  322 16   

岐阜県 97 86 65  185 6   

富山県 54 41 0  86 9   

石川県 54 48 20  75 2   

福井県 157 149 105  189 5   

滋賀県 36 29 14  71 0   

和歌山県 30 30 24  148 1   

奈良県 80 70 38  101 1   

京都府 96 83 56  99 調整中   

大阪府 1682 1104  692  1732 7   

兵庫県 351 308 160  357 14   

岡山県 61 54 29  104 12   

鳥取県 23 23 13  43 0   

広島県 264 243 167  275 14 

①②の人数は、平
成26年度より実施し
た「全国共通がん医
科歯科連携講習会」
の修了者のみ記載
しています。 

島根県 46 41 30  78 0   

山口県 203 203 203  211 2   

徳島県 244 186 100  279 3   

香川県 202 172 138  206 7   

愛媛県 305 193 119  313 4   

高知県 195 152 76  221 6   

福岡県 580 552 358  591 （予定）18   

佐賀県 80 80 80  119 4   

長崎県 110 100 70  175 2   

大分県 153 141 88  215 5   

熊本県 430 394 249  523 22   

宮崎県 117 109 61  136 5   

鹿児島県 68 62 53  95 3   

沖縄県 8 7 4  83 0   

全体
合計 

10,881 9,044  5,862 12,690 346 

＜参考＞平成24年12月31日現在における全国の届出「歯科医師数」は
102,551 人（平成24年（2012年）医師・歯科医師・薬剤師調査） 

がん診療連携講習会受講歯科医師数・連携するがん診療連携拠点病院数 
（2015年１月現在） 





日本歯科医師会 
標準的成人歯科健診・保健指導プログラム 

（2009年７月） 

質問紙記入（20問）） 
（オプション項目：唾液検査、視診型健診等） 

受診者の特性に合わせた保健指導 
（知識提供型・環境受け皿整備型・相談カウンセリング型・実技指

導型）                 

評価 

口
腔
・行
動
・環
境
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断 

保
健
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導 

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ 

判定基準に基づく保健指導のための行動・環境診断 

保健指導の必要性・要精査の有無判定                 

目標の自己決定                 

継続的な支援                 

 
 

地域・ 
職域等 

 
 
 
 
 
 
 
 

歯科医院
等 



地域・職域 

歯科医院 

 2005年1月：日本歯科医師会「今後の歯科健診の在り方
検討会」報告書 

 2006年～2008年度：生活習慣病対策口腔保健モデル事
業（3か年、7都県対象） 

 2009年7月：日本歯科医師会標準的成人歯科健診プログ
ラム・保健指導マニュアル（生活歯援プログラム）策定・公
表，プログラムPC版公開 

 2010年度：「生活歯援プログラム」テスト（評価）事業（5都
県対象）  

 ・国都道府県歯科医師会全国ブロック別研修会（7か所） 
 2011年度（5か所）：日本歯科衛生士会ブロック別研修会 
 2014年度：プログラムWeb版公開 

日本歯科医師会成人歯科健診・保健指導プログラム
(通称：生活歯援プログラム）普及への取り組み 

 疾患発見型からリスク発見型への転換 
 専門家の保健指導のためのアセスメントと技術の向上 
 地域・職域と歯科診療所をつなげるシステム 
 住民・受診者が自ら取り組める環境の整備 
 生活習慣病と歯科の共通リスクへの対応 



出版物 

健康長寿社会に寄与する歯科医療・口腔保健のエビデンス 2015 
和文版、英文版 286頁 
発行：日本歯科医師会（編集委員長深井穫博） 
発行日：2015年3月13日 
日本歯科医師会HP http://www.jda.or.jp/ 

健康寿命の延伸
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口腔機能 (咀嚼・嚥下機能等）の低下防止・回復

歯の喪失防止・咬合の保持

口腔疾患（う蝕・歯周病等）

口腔衛生・生活習慣（喫煙、食習慣等）
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構音・
発話

審美性 その他

死亡率の減少・生活習慣病(NCDs)・その他の全
身疾患の予防・重症化防止

がん
心臓血
管疾患

脳血管
疾患

慢性呼吸
器疾患

糖尿病 その他

要介護の原因への対処
脳卒中 認知症 転倒 関節疾患 その他

ADL QOL社会参加
健康な加齢・

老化
寿命

NCDｓリスクファクター：高血圧，肥満，喫煙，運動，食習慣

Fukai K. Future directions for research on the contributions of dental and oral health to a healthy aging society、Health Science Health Care 2013：13, 39-42

歯科医療・口腔保健と健康寿命の概念的パスウェイ



 

1. 研究課題：「歯科医療による健康増進効果に関する調査研
究」 

2. 実施主体：公益財団法人8020推進財団（協力：日本歯科医
師会） 

3. 実施時期：2014年11月 
4. 対象者：全国歯科医院を調査時期1週間に受診した歯科患

者（初診患者）のうち協力の得られた者 
5. 実施方法：2014年歯科健診・歯科質問紙調査（ベースライン

データ）、2015年以降毎年郵送法による追跡調査 
6. 対象者数（2015年3月速報値）：46都道府県1,354歯科医療

機関、12,366名 
 

調査の概要 

 口腔の健康は全身の健康増進に寄与すると考えら
れるが、歯科医療がどの程度口腔や全身の健康に貢
献しているのか不明な点が多い。そこで、歯科医療の
健康増進効果を明らかにするために、全国の歯科医
院と成人期以降の歯科患者を対象として質問票と歯
科健診による縦断調査を行い、歯科受診状況と口腔
および全身の健康の関係を明らかにする。 
 
調査の目的 
・歯科受診患者の口腔および全身の健康状態の把握 
・歯科受診状況と口腔と全身の健康の関係の検討 

・歯科受診患者の受診状況の把握とそれに影響する
要因の把握 
 

研究事業 

調査研究組織 
 

役員 
大久保満男  8020推進財団 理事長 （研究代表者）  
山科 透    8020推進財団 副理事長 
深井穫博  8020推進財団 専務理事（研究責任者） 
佐藤 徹   8020推進財団 常務理事 
調査研究事業検討会 委員     
神原 正樹 大阪歯科大学口腔衛生学講座教授，日本口腔衛生学会理事長 
宮崎 秀夫 新潟大学大学院医歯学総合研究科口腔生命科学専攻口腔健康  
        科学講座教授 
安藤 雄一 国立保健医療科学院生涯健康研究部上席主任研究官 
嶋崎 義浩 愛知学院大学歯学部口腔衛生学講座教授 
相田 潤   東北大学大学院歯学研究科国際歯科保健学分野准教授 
古田美智子 九州大学大学院歯学研究院口腔予防医学分野助教 
住友 雅人 日本歯科医学会会長 

平成26年度調査研究事業 
「歯科医療による健康増進効果 

に関する調査研究」 
  
 

研究計画書 
  
  
  

2014年6月 
  
  
  
  

公益財団法人8020推進財団 



都道府県別における集団応用でのフッ化物洗口実施施設数， 
実施人数ならびに実施市町村数（2014年3月現在：速報値） 

NPO法人日本むし歯予防フッ素推進会議http://www.nponitif.jp/newpage202.html 



年齢 対象者数 受診者数 受診率（％）

総数 7,021,000 266,606 3.8
40歳 1,986,000 75,289 3.8
50歳 1,545,000 53,447 3.5
60歳 1,803,000 61,218 3.4
70歳 1,687,000 76,652 4.5

81.0  79.3  81.2  82.0  81.8  
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検診後の判定区分（2012年） 

検診受診者数・受診率（2012年） 

市町村実施率の推移 

厚生労働省，地域保健・健康増進事業報告，平成24年（2012年） 

（％） 

歯周疾患検診（平成24年度健康増進事業，全国） 
市町村実施率56％，受診者数27万人，受診率3.8％，要精検率81％ 



まとめ 

1. 歯・口腔の健康状態の改善と格差是正 

2. NCD予防：がん連携をはじめとする医科歯科連携の推進と

エビデンスの蓄積 

3. 成人歯科健診・保健指導の普及 

4. フッ化物応用をはじめとする小児期のむし歯予防施策と格

差是正 

5. 歯周疾患検診の課題 


